
※ご注文は裏面をご覧下さい

平成29年3月発売予定

研究室･
図書館等
にもおすすめ

☆創設時から最新年までを電子データ化
☆新たに基本分類（3桁）による死亡数データを収録
☆購入後、最新年次の情報は、購入者専用ページで無料ダウンロードサポート

基本分類による
死亡数データ
（サンプル）

人口動態統計時系列データDVD
（2017年改訂版）

※詳細はHP（http://www.hws-kyokai.or.jp/）をご確認下さい

（※）簡単分類による
死亡数データは従来通り

○データの参照・利用、保管にも最適
○年齢調整死亡率の時系列比較、標準化死亡比（簡単分類）都道府県比較等に
活用可能
○医学、公衆衛生学、社会学、人口学など様々な分野でご活用いただけます

収録内容

●総覧及び簡単分類による死亡数データ
　都道府県・性・死因・年齢5歳階級別
　明治32年（1899年）～平成27年（2015年）  117年分
●基本分類による死亡数データ
　死因・性・年齢5歳階級別
　昭和25年(1950年）～平成27年（2015年）  66年分
●「推計人口」時系列データ
　昭和45年(1970年）～平成27年（2015年）  46年分
●国勢調査による人口時系列データ
　大正9年（1920年）～平成27年（2015年）。

販売価格（130,000円 ＋ 税）
ISBN 978-4-87511-718-6

☆すべて Excel型式 で収録



人口動態統計時系列データDVD購入申込書

〒

TEL： FAX：

平成　　　　年　　　月　　　日

※賛助会員であっても賛助会員番号の記入もれがあると、データファイル購入時の特典及び便益が受けられない場合がありますので、必ずご記入ください。

キリトリ線 キリトリ線

FAX：03ー5623ー4125

一般財団法人厚生労働統計協会の人口動態統計時系列データDVD利用約款を承諾のうえ下記のとおり申し込みます。

一般財団法人厚生労働統計協会会長　殿

商品代＋送料(実費)がかかります

所在地

代表者

電話番号・FAX番号

賛助会員番号※

事業所名
（学校名）

ご担当者
所属・部署名等
E-mail

TEL：03ー5623ー4123

人口動態統計時系列データDVD（2017年改訂版）
定価(本体130,000円 + 税)　ISBN978-4-87511-718-6

お申込数

枚

利用者（以下、甲という）は、一般財団法人厚生労働統計協会（以下、乙という）より購入する人口動態統計時系列データDVD（2017年
改訂版）（以下データファイルという。）を、本利用規約に従って利用するものとします。

第1条（利用形態、利用範囲）
1. 甲および甲の属する研究室・部署等の範囲に限り、「データファイル」を利用（参照、印刷、加工等）することができます。甲および甲
の属する研究室・部署等の範囲外に、「データファイル」内容を開示することはできません。
2. 甲は学術研究目的に限り、乙の了解を得ることなく「データファイル」の内容の一部を使った研究発表を行うことができます。但し、
研究発表において、乙および「データファイル」利用につき記載することとします。

第2条（複製等の禁止、善管注意義務、商業的利用の禁止）
1. 甲は、自身のパソコン等へコピーすることを除いて、「データファイル」の内容を他の媒体、パソコン等に複製することはできませ
ん。甲は自身のパソコン等へ複製した「データファイル」の内容を、他人よりアクセスされないよう、十分注意することとします。
2. 甲はいかなる形態においても、「データファイル」全部あるいは一部分を販売、あるいはその他の商業的用途に用いることはできませ
ん。

第3条（保証範囲、欠陥への対応、免責）
1. 乙は「データファイル」が欠陥を含まないことを保証するものではありません。
2. 乙は、次回改訂版作成までの期間（2022年までを予定）をサポート期間と定め、乙の判断により、年次追加データ（「データファイ
ル」の内容と同等の年次追加データ）を開示する可能性がありますが、これを含め、乙は販売後の「データファイル」内容の更新を保証す
るものではありません。
3. 乙は、甲からの通知により、あるいはその他の方法により「データファイル」内容の欠陥を知りえたとき、乙の判断により適切な方法
で、正誤情報の開示、修正版の開示等を実施することとします。
4. 乙は、甲による「データファイル」利用による損害に対し損害賠償の責任を負いません。

第4条（その他）
1. 甲が本利用規約に違反した場合、乙は甲に対し、「データファイル」の利用禁止およびその他必要な措置を取り得るものとします。
2. 本利用規約に定めのない事項および本利用規約の解釈の疑義または紛争が生じたときは、甲乙信義誠実の原則の下に協議し、解決す
るものとします。協議により解決し得なかった場合の根拠法は日本国法によることとし、管轄は東京地方裁判所とします。

人口動態統計時系列データDVD（2017年改訂版）利用規約

平成29年1月26日
一般財団法人 厚生労働統計協会


